
○制度概要︓都市地域から過疎地域等の条件不利地域に住⺠票を異動し、⽣活の拠点を移した者を、地⽅公共団体が「地域おこし協⼒隊員」として委
嘱。隊員は、⼀定期間、地域に居住して、地域ブランドや地場産品の開発・販売・ＰＲ等の地域おこしの⽀援や、農林⽔産業への従事、住⺠の⽣活⽀援
などの 「地域協⼒活動」を⾏いながら、その地域への定住・定着を図る取組。
○実施主体︓地⽅公共団体 ○活動期間︓概ね１年以上３年以下 ○予算︓2.5億円（R6）
○地⽅財政措置︓＜特別交付税措置︓R6＞
・地域おこし協⼒隊員の募集等に要する経費︓300万円／団体を上限
・「おためし地域おこし協⼒隊」に要する経費︓100万円／団体を上限
・「地域おこし協⼒隊インターン」に要する経費︓団体のプログラム作成等に要する経費について100万円／団体を上限 等
・地域おこし協⼒隊員の活動に要する経費︓520万円／⼈を上限(報償費等︓320万円、その他活動経費︓200万円) 
・地域おこし協⼒隊員の⽇々のサポートに要する経費︓200万円／団体を上限
・地域おこし協⼒隊員等の起業に要する経費︓任期２年⽬から任期終了翌年の起業する者１⼈あたり100万円上限
・任期終了後の隊員が定住するための空き家の改修に要する経費︓措置率0.5
※このほか、JETプログラム参加者等の外国⼈住⺠に対し、地域おこし協⼒隊の取組の理解を深め、採⽤につなげる⾃治体の取組（200万円／団体
を上限）や、外国⼈の隊員に必要なサポートに要する経費（100万円／団体を上限）について、R6から新たに道府県に対し特別交付税措置

地域おこし協⼒隊導⼊の効果
〜地域おこし協⼒隊・地域・地⽅公共団体の「三⽅よし」の取組〜

地域おこし協⼒隊

地 域 地⽅公共団体

○⾃⾝の才能・能⼒を活かし
た活動

○理想とする暮らしや⽣き甲
斐発⾒

○斬新な視点
（ヨソモノ・ワカモノ）
○協⼒隊員の熱意と⾏動⼒が
地域に⼤きな刺激を与える

○⾏政ではできなかった
柔軟な地域おこし策

○住⺠が増えることによる
地域の活性化

任期終了後、およそ65%が
同じ地域に定住※R5.3末調査時点

隊員の約４割は⼥性 隊員の約７割が
20歳代と30歳代

地域おこし協⼒隊とは

隊員数、取組⾃治体数等の推移

地域おこし協力隊について

※ 隊員数、⾃治体数は、総務省の「地域おこし協⼒隊推進要綱」に基づくもの（いずれも特別交付税算定ベース）。
※ 平成26年度から令和3年度の隊員数は、名称を統⼀した旧「⽥舎で働き隊(農⽔省)」の隊員数を含む。

⇒ 令和８年度に10,000⼈を⽬標

年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度 2年度 3年度 4年度 5年度
隊員数 89⼈ 257⼈ 413⼈ 617⼈ 978⼈ 1,629⼈ 2,799⼈ 4,090⼈ 4,976⼈ 5,530⼈ 5,503⼈ 5,560⼈ 6,015⼈ 6,447⼈ 7,200⼈
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